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日本人の外国語での「コミュニケーション能力」
は、特に音声伝達において、いまだかなり低いレベ
ルにあると認識されている。そのため、実践的な運
用能力を育てる外国語教育が、様々な教育現場にお
いて、ますます強く標榜されている。「小学校におけ
る外国語活動」はすでに必修化され、さらにその開
始年次が下げられようとしている。英語の TOEIC
の得点が、企業への就職の可否を大きく左右する場
合も増えてきている。
このような現状を背景に、日本の外国語教育は
様々な角度から批判にさらされ、改革が迫られてい
る。本稿では日本の外国語教育が抱える多くの問題
の中から、 1．現在日本の公教育で学習することが
できる外国語の選択肢について、 2．母語教育の現
状と外国語教育との関係について、 3．言語教育と
コミュニケーション教育にかかわる問題について、
という 3つの点を取り上げ、特定の個別言語教育と
いう枠組みを超え、外国語教育一般、ひいては母語
も含めた言語教育という広い視野からの考察を試み
る。
１．外国語教育と外国語の選択肢
1．1 初等・中等教育（小・中・高等学校）
現在の日本の言語教育は、概略で以下のように
なっている。
初等教育（小学校）：
母語（国語）＋「外国語活動」（英語）
中等教育（中・高等学校）：
母語（国語）＋第 1外国語（英語）
高等教育（大学）：
母語（国語）＋第 1外国語（英語）＋第 2外国語
文部科学省学習指導要領では、正確には小・中・
高等学校とも教科名は「英語」ではなく「外国語」
（小学校は「外国語活動」）であるが、指導要領の記
述は現在「英語」についてのみである??。英語以外の
外国語に関しては、中・高等学校学習指導要領では
「その他の外国語」として「英語の目標及び内容等
に準じて行うものとする」??と記述されるにとどま
り、小学校学習指導要領においては、「その他の外国
語」という項目さえない。そして小・中学校ともに、
「指導計画の作成と内容の取扱い」の中で、「外国語
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科（活動）においては、英語を履修させる（取り扱
う）ことを原則とする」??と明言されている（カッコ
内は小学校学習指導要領）。
高等学校学習指導要領では、教科名は依然として
「外国語」であるが「各教科に属する科目」として
「英語」が登場し、英語の授業は基本的に英語で行
うことが求められている??。
したがって、文部科学省が教科名をあくまで「外
国語」と定め、「英語」という言葉を周到に避けたと
しても、日本の公的教育においては、中等教育まで
学習できる外国語は事実上「英語」だけでよいとし
ていることを意味している。これは世界的に見ても
かなり珍しい。
EUではそもそも言語政策として、特定の言語を
共通語とする単一言語主義（Monoligualism）ではな
く、欧州議会が掲げる複言語主義（Pluriligualism）
を採用している。複言語主義とは、一個人が複数の
言語能力を併せ持ち、それぞれの言語の習熟度と現
実の場における必要に応じて、それらの能力を発揮
してゆくという考え方である。したがって各国の教
育機関ではこの考えに基づき、複数の言語を学ぶ機
会を提供している。
ヨーロッパの大抵の国では、中等教育においてす
でに複数の外国語科目が導入されている。そのうち
どの言語が第 1外国語として必修ないし選択必修科
目となるかは、国や社会情勢によって異なるものの、
大半の生徒が高等教育に進む前に、複数の外国語を
公的教育の中で学ぶ経験を得る。
たとえばドイツでは、日本の中学および普通高校
に相当するギムナジウムにおいて、自然科学系も含
め第 2外国語は必修科目であり、人文系では言語系
コースを選択すると第 3外国語も必修になる。さら
にギムナジウムの 12～13学年（日本の普通高校第 2
～ 3学年）になると、自由選択科目としてさらに多
くの外国語を学習する機会が提供される??。
フランスではそもそも指導要領の中で、「義務教育
終了までにフランス語（母語）以外に 2つの外国語
ができるようにすること」という大きな目標が繰り
返し言及されている。したがってすべての生徒がコ
レージュ第 4学年（中学校第 1学年）において、2つ
目の外国語の学習を開始する。2000年からはリセ
（高等学校）でも音楽・芸術コースを除き、自然科
学系も含めて第 2外国語がコレージュから継続して
必修となり、希望すれば第 3外国語まで学習可能と
なっている??。
一方アジアの多くの国でも、中等教育において、
必修の第 1外国語に加えて第 2外国語が導入されて
いる。たとえば韓国では、以前から高等学校におい
て必修の英語に加えて、「一般選択科目」の中でドイ
ツ語、フランス語、中国語、日本語などの第 2外国
語が導入され、多くの学生が学習していたが、2001
年からは中学校にも第 2外国語が導入されるように
なった。さらに翌 2002年からは、高等学校における
第 2外国語が第 1学年から必修化された。
中国では、そもそも第 1外国語として日本語、フ
ランス語など複数の言語が選択できるし、タイなど
東南アジア諸国でも、中等教育に入ると中東やヨー
ロッパの言語を含めた複数の外国語を学ぶ機会が用
意される。
現在ではこれらの国々でも、洋の東西を問わず必
修の第 1外国語が「英語」になる、あるいは第 1外
国語が選択必修の場合は「英語」が選択される傾向
が強まり、多くの国々で初等教育における英語教育
（ないしは外国語教育）の導入が進んでいるが、高
等教育に入る前に英語以外の外国語を、必修・選択
の別にかかわらず、学習する機会そのものを得られ
ないという国は極めてまれである。
このようにヨーロッパ・アジアともに多くの国々
で、第 2外国語教育は遅くとも中等教育の後期まで
に導入され、初等ないしは中等教育初期において開
始される第 1外国語とともに、外国語教育をさらに
拡大する方向に進む。しかし日本ではそのような方
向付けがされないばかりか、学習指導要領を見る限
りむしろ逆で、初等教育から中等教育にかけては学
習可能な言語の選択肢が増えるどころか、ますます
「英語」に対する志向性が強まり、外国語教育全体
を複数の言語に拡げてゆこうという姿勢は見られな
い。
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1．2 高等教育（大学）
日本で第 2外国語教育が本格的に導入されるの
は、ようやく大学という高等教育の場においてであ
る。しかし中等教育における上述のような現状から、
そのほぼすべてが「初級教育」となり、学習期間は
最大でも、通常学部の 4年間に限られることになる。
しかも、1991年に大学設置基準が大綱化され、教
育カリキュラムの設定が各大学の裁量に大きく委ね
られるようになってからは、第 2外国語教育のカリ
キュラムはスリム化の一途をたどっている。その背
景には田中（2007）、田中他（2007）などにもあるよ
うに、奇しくも時期を同じくして急速に進展した、
世界経済のグローバル化とそれに伴う英語重視の考
え方がある??。
この傾向は、国立大学においては 2004年の独立法
人化でさらに拍車がかかっている。法人化により国
立大学は、その運営に際して「経営」や「効率」を
大いに考慮せざるを得なくなり、毎年度 1％ずつの
運営交付金の削減の中で、教育・研究内容の選択と
集中を迫られている。その結果、英語教育の重視と
充実の裏では、しばしば第 2外国語教育の縮小が加
速することになる。
’91年以前は複数年度にわたり選択必修科目とし
て 8単位分、240時間程度??あった第 2外国語の学
習時間は、したがって減少の一途をたどり、現在で
は選択必修単位としては 4単位分、120時間程度、そ
れ以上は自由選択科目として履修するのが一般的で
ある。さらに自然科学系の学部・学科では、選択必
修単位が 2単位（60時間）以下、あるいは卒業要件
に入らない完全な自由選択科目になっているところ
もある??。
このように現在では、高等教育においても第 2外
国語の学習機会は縮小し、高等教育を受けながら英
語以外の外国語を学習した経験が全くないまま卒業
してゆく学生も増えてきている。
一方で、2012年に文部科学省が全国の国公私立大
学に公募した「グローバル人材育成推進事業」には
多くの大学が応募し、「グローバル人材育成」は今後
の大学教育の重要なポイントになりつつある。しか
しそのような「グローバル人材育成戦略」において
も、政府の「グローバル人材育成推進会議」の審議
内容を見る限り、取りざたされる外国語教育は英語
教育ばかりで、複数の外国語教育を並立、連携させ
た総合的・包括的な外国語教育が標榜されている形
跡はない???。
むろん、多くの国が地続きで国境を接し、短時間
で安価に複数の言語圏を行き来することが簡単にで
きたり、一つの国が多様な言語圏を持つことが珍し
くないヨーロッパや他のアジア諸国と比べて、日本
が置かれた状況が異なっていることは自明である。
しかし、経済のグローバル化はそのような環境の違
いを超えて、文字通り広く「世界」で進展している
ことであり、いくらグローバル化が進み、それによ
り英語が世界中で広く用いられるようになったとし
ても、ここまで英語に偏重した、あるいは最初から
英語しか念頭にないとも思えるような外国語教育
が、「グローバル人材育成」のみならず、高等教育も
含めた現在の日本の公教育全体に及んでいること
は、いかにも奇妙なことと言わざるをえまい。
要するに現在の日本の公教育における「外国語教
育」はすなわち「英語教育」であり、「外国語教育」
と言いうるものは、学習機会や学習時間を見てもそ
の土台さえ見いだせないと言えるのではないか。
２．母語教育の現状
2．1 ?言語活動の充実」
次に母語教育、すなわち日本語（国語）教育に目
を向けてみる。近年日本の母語教育における重要な
トピックは、2012年度からの新学習指導要領の全面
実施に伴って導入される「言語活動の充実」である。
文部科学省は、2011年より「言語活動の充実に関す
る指導事例集」を公表した。文部科学省のHPではま
ず、
新しい学習指導要領では，生きる力をはぐくむこ
とを目指し，基礎的・基本的な知識及び技能を習
得させ，これらを活用して課題を解決するために
必要な思考力，判断力，表現力等をはぐくむとと
もに，主体的に学習に取り組む態度を養うために，
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言語活動を充実することとしています???。
と説明され、「小学校版」「中学校版」「高等学校版」
の 3つがダウンロードできるようになっている。そ
の中には、
学習指導要領の改訂に当たって充実すべき重要事
項の第 1として言語活動の充実を挙げ，各教科等
を貫く重要な改善の視点として示した???。
とあり、さらに中央教育審議会の平成 20年度の答申
を引用して、
平成 20年度の答申では、言語は知的活動（論理や
思考）の基盤であるとともに，コミュニケーショ
ンや感性・情緒の基盤でもあり，豊かな心を育む
上でも，言語に関する能力を高めていくことが重
要であるとしている。このような観点から，新し
い学習指導要領においては，言語に関する能力の
育成を重視し，各教科等において言語活動を充実
すること???。
とされる。そして「国語科」を言語に関する能力を
育成のための中核と位置付け、国語科の役割を以下
のように示している。
国語科においては，これらの言語の果たす役割を
踏まえて，的確に理解し，論理的に思考し表現す
る能力，互いの立場や考えを尊重して伝え合う能
力を育成することや我が国の言語文化に触れて感
性や情緒を育むことが重要である。そのためには，
「話すこと・聞くこと」や「書くこと」，「読むこ
と」に関する基本的な国語の力を定着させたり，
言葉の美しさやリズムを体感させたりするととも
に，発達の段階に応じて，記録，要約，説明，論
述といった言語活動を行う能力を培う必要があ
る???。
そして、前述の言語活動の充実を「各教科等を貫く
重要な改善」と位置づける観点から、国語科以外の
「各教科等」における言語活動の充実について、以
下のように記述している。
各教科等においては，国語科で培った能力を基本
に，それぞれの教科等の目標を実現する手立てと
して，知的活動（論理や思考）やコミュニケーショ
ン，感性・情緒の基盤といった言語の役割を踏ま
えて，言語活動を充実させる必要がある???。
このように新学習指導要領において「言語活動の
充実」が謳われるようになった背景には、具体的に
経済協力開発機構（OECD）による PISA調査???や、
小・中学校の全国学力・学習状況調査の結果がある。
このことは他ならぬ「言語活動の充実に関する指導
事例集」の中にはっきり書かれている。
まず前者の 2003年の調査において、「読解力」の
低い生徒の割合が増加し記述式問題に課題があるこ
とが指摘され、2006年の調査ではそれに加えて「数
学的リテラシー」の得点も低下した。2009年の調査
では、「読解力」「数学的リテラシー」ともに平均得
点は上昇したものの、「読解力」において「統合・解
釈」「熟考・評価」する能力に問題があることが指摘
されている。後者においても、2010年度の調査で、
資料や情報に基づいて自分の考えや感想を明確に記
述すること、日常的な事象について、筋道を立てて
考え、数学的に表現することなど、思考力・判断力・
表現力等といった「活用」に関する記述式問題を中
心に課題が見られる、とされている???。
そして、これらの調査結果の根底には、言語能力
の低下という根源的な要因があると考えられ、指導
要領の中に「言語活動の充実」が導入されることと
なったのである。
このような経緯から、「言語活動の充実」は上述の
ように「国語科」のみならず「各教科等を貫く重要
な改善のして」と位置づけられ、他のすべての教科
においても横断的に、論理や思考の基盤としての言
語能力の充実が図られることとなった。
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2．2 母語教育と外国語教育、あるいは ?国語」と
?英語」
それでは、他の「各教科等」の一つであり、言語
教育として共通の基盤を持ちうる「外国語」（すなわ
ち「英語」）においては、この「言語活動の充実」は
どのように展開するべきものと位置づけられている
のだろうか。
「言語活動の充実に関する指導事例集」には、第
3章に国語と並んで他の教科についても「言語活動
を充実させる指導と事例」が掲げられており、「外国
語」に関しては中学校版、高等学校版で、それぞれ
以下のように記述されている。
（中学校版）
外国語科においては，英語を理解し，英語で表現
できる実践的な運用能力を育成する観点から，「聞
くこと」「話すこと」「読むこと」「書くこと」の 4
領域にわたり，実際に言語を使用して互いの考え
や気持ちを伝え合うなどの学習活動や，文法事項
等の言語材料について理解したり練習したりする
学習活動を充実する。
○「聞くこと」については，英語を聞いて話し手
の意向などを理解する学習活動を，「話すこと」に
ついては，英語を用いて自分の考えなどを話す学
習活動を，「読むこと」については，英語を読んで
書き手の意向などを理解する学習活動を，「書くこ
と」については，英語を用いて自分の考えなどを
書く学習活動を，それぞれ充実するとともに，こ
れら四つの技能を 3年間を通してバランスよく育
成することに留意する。
○実際に言語を使用して互いの考えや気持ちを伝
え合うなどの活動においては，具体的な場面や状
況に合った適切な表現を自ら考えて活動ができる
ようにする。
○活動を行うに当たり，言語の使用場面（「特有の
表現がよく使われる場面」など）や言語の働き（「コ
ミュニケーションを円滑にする」など）を取り上
げるようにする。
（高等学校版）
外国語科においては，外国語を通じて，言語や文
化に対する理解を深め，積極的にコミュニケー
ションを図ろうとする態度の育成を図り，情報や
考えなどを的確に理解したり適切に伝えたりする
コミュニケーション能力を育成する観点から，「聞
くこと」，「話すこと」，「読むこと」及び「書くこ
と」の 4技能の総合的な指導を通して，これらの
4技能を統合的に活用できるコミュニケーション
能力を育成する言語活動を充実する。
○生徒が英語に触れる機会を充実するとともに，
授業を実際のコミュニケーションの場面とするた
め，授業は英語で行うことを基本とする。その際，
生徒の理解の程度に応じた英語を用いるよう十分
配慮する。
○コミュニケーション能力を養うために，生徒が
実際に情報や考えなどの受け手や送り手となって
コミュニケーションを行う言語活動を充実する。
その際，言語の使用場面（「特有の表現がよく使わ
れる場面」，「生徒の身近な暮らしや社会での暮ら
しにかかわる場面」など）や言語の働き（「コミュ
ニケーションを円滑にする」，「気持ちを伝える」
など）を適切に組み合わせることにより，各言語
活動が効果的なものとなるよう留意する。
○「聞くこと」及び「読むこと」については，英
語を聞いたり読んだりして，情報や考えなどを理
解したり，概要や要点を捉えたりする言語活動を
充実する。
○「話すこと」及び「書くこと」については，聞
いたり読んだりしたこと，学んだことや経験した
ことに基づき，情報や考えなどについて，話し合っ
たり意見の交換をしたりすることや，簡潔に書く
ことなどの統合的な言語活動を充実する。
○ワークシートなどの補助資料を効果的に用いる
ことによって，各言語活動が円滑に進むように工
夫する。
○文法については，コミュニケーションを支える
ものであることを踏まえ，文法の用語や用法等に
関する説明は必要最小限としつつ，当該文法を実
際に用いて言語活動を行うことによって，文法を
89外国語教育と言語教育
コミュニケーションに活用することができるよう
にするための指導を行うことに留意する。
これらの記述はしかし、中学・高等学校とも「外
国語（「英語」）の学習指導要領及び指導要領解説と
ほぼ同じかそれをなぞった内容であり、「言語活動の
充実」という観点から、「言語教育」という大きな枠
の中で母語教育（国語）と外国語教育（英語）とを
関連づけて、新たな提案がなされているわけではな
い。
そもそも作文や論述などにおける言語能力、日本
語能力の低下については、10～15年以上前より初等
から高等教育に至る多くの教育現場でしばしば指摘
されており、現在では多くの大学において「日本語
の読み書き」に関する再教育が行われ始めている??。
しかし、そのことと英語教育において標榜される「コ
ミュニケーション能力の向上」とが結び付けられて、
それぞれの改善方法について真剣に検討されること
は今までほとんどなかった。このことは残念ながら
今回の「言語活動の充実」においても同様である。
３．言語能力とコミュニケーション能力
3．1 ?文法」と「コミュニケーション」
現在の外国語教育における重要な目標に、外国語
を用いてのコミュニケーション能力の育成がある。
しかし「コミュニケーション」（Communication）と
いう言葉にはいろいろな意味があり、現実のコミュ
ニケーション活動にも様々な側面があるにもかかわ
らず、「コミュニケーション」という概念の定義はし
ばしばはなはだあいまいである。それらが厳密に検
討されることは少なく、多くの場合、半ば当然のよ
うに「音声言語による口頭での伝達」という意味使
われている。したがって外国語教育において「コミュ
ニケーション能力の育成」とは、たいていの場合対
象言語の「「聞く」「話す」能力の育成」という意味
に受け取られている。
しかし今日の我々のコミュニケーション活動が、
「音声言語による口頭での伝達」にとどまらないこ
とは言うまでもない。特に FAXやインターネット、
携帯メールなど IT機器が急速な発達を見せる現在
では、文字言語情報による伝達が今まで以上に重要
な役割を果たしているともいえる。しかしそのこと
が「コミュニケーション教育」の名のもとに大きく
取りざたされたり、吟味されることは少ない???。
「聞く」「話す」能力の向上のためにしばしば悪玉
扱いされるのが「文法訳読教授法」である。文法ば
かり勉強しても会話ができるようにならない、文法
に偏った学習は英語嫌いの生徒を増やすだけであ
る、といったような論調が一時かなり強まった。
筆者も古くは田中（1993）において、その後も田
中（2007）などで、このように「文法」をテクスト
の「訳読」とのみ結びつけ、単なる解読手段でもあ
るかのように捉える考え方がいかに一面的で、誤っ
たものであるかを繰り返し指摘してきたが、現在で
はこのような「文法」の捉え方はかなり是正され、
文法学習、すなわち言語の構造理解が、「話す」「書
く」という発信的な能力の向上のためにも重要な役
割を果たすということが、ようやく理解されるよう
になってきた。
新学習指導要領でも、中学校では特に「書くこと」
において、素朴な表現ながらも「語と語のつながり
になどに注意して正しい文を書くこと」が新たな指
導事項として加えられ、指導要領解説にも「文構造
や語法の理解が十分でなく正しい文が書けないとい
う課題」があることが明記されて、言語の構造理解
の重要性が指摘されるようになった???。高等学校に
おいても「外国語科改訂の要点⑤」の中に、「文法事
項については言語活動と効果的に関連付けて指導す
ることを明確化するとともに，すべての事項を「コ
ミュニケーション英語Ⅰ」で扱うことを明確化した」
と明記され、「コミュニケーション」に役立つ文法教
育の再構築が促されている???。
3．2 言語のコードと文化のコード
このように文法学習が、いわゆる「コミュニケー
ション能力」の発信的な側面においても寄与するこ
とが理解され、そのような方向での言語の構造理解
教育が実践されるようになっても、強勢・イントネー
ション、語彙習得、文法理解に基づく言語運用能力
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の向上が、必ずしもコミュニケーション能力の向上
に結びつかない、というジレンマが多くの教育現場
で垣間見られる。このことは、言語能力とコミュニ
ケーション能力が、必ずしも同一のものとして捉え
きれない異質な面を含んでいることを示唆してい
る。
外国人、特に欧米人が、文法や語彙が不正確であっ
ても果敢に外国語で話そうとし、積極的にコミュニ
ケーションに参加してくるのに対し、日本人は文法
や語彙などの知識・能力はむしろ彼らより勝ってい
るにも関わらず、間違いを恐れるためか実際のコ
ミュニケーションの場では非常に消極的である、と
いうことは今までたびたび指摘されてきた。このこ
とはしばしば、「文法や語彙能力は実際のコミュニ
ケーションでは役に立たない」という誤った考えと
短絡的に結び付けられ、その結果として、そもそも
日本人の優れた側面であるはずの文法能力や語彙能
力の育成が、外国語教育の中でコミュニケーション
能力の育成の名のもとに、軽視されるようになる一
因になったとも言える。
しかし我々は言語でコミュニケーションをする
際、使用する言語のコード、すなわち「音韻、語彙、
文法規則」だけではなく、コミュニケーションのコー
ド、すなわち「コミュニケーションの場における適
切な振る舞い方」にも則っている。このコミュニケー
ションのコードが、言語文化によってしばしば異な
るのである。
3．3 ?饒舌な社会」と「寡黙な社会」
E・T・ホールによれば、文化には言語のコード（す
なわち音韻や語彙や文法規則）よりもコンテクスト
（すなわち文脈や場面）に対する依存度が相対的に
低いコミュニケーションを基調とする「低コンテク
スト文化」（low-context cultures）と、コンテクスト
に対する依存度が相対的に高いコミュニケーション
を基調とする「高コンテクスト文化」（high-context
 
cultures）の 2つに分かれる傾向があるとされる???。
「低コンテクスト文化」では、コミュニケーショ
ンにおけるメッセージは発信者によって厳密に言語
化され、構成されなければならず、受信者はそれを
コードに照らし合わせて「解読」（decode）するだけ
でよい。したがってコミュニケーションは発信者中
心に行われる傾向がある。
これに対して「高コンテクスト文化」では、メッ
セージは発信者によって必ずしも厳密に言語化、構
成されることはなく、むしろ受信者がその場や前後
のコンテクストを参考にしながら、メッセージの内
容を「解釈」（interpret）する作業を強いられる。し
たがってコミュニケーションにおいては受信者の役
割がより重要になる。
発信者中心の「低コンテクスト文化」ではしたがっ
て、「良き発信者」としてコミュニケーションに関与
することが求められる。高いスピーチ能力、説明能
力、プレゼンテーション能力は、「良き発信者」の重
要な資質であり、社会的な評価を高める根拠にもな
る。このような文化のコミュニケーションでは、言
語による正確な叙述・説明が重要視され、しばしば
「饒舌な社会」が形成される。
しかし、日本文化は「高コンテクスト文化」の傾
向を強く持つ。受信者中心の「高コンテクスト文化」
では、逆に「良き受信者」としての資質が高く評価
される。「気配りが利く」「察しがいい」「空気が読め
る」など、日本で美徳とみなされる資質の多くは、
「良き受信者」に備わる特徴と言える。このような
文化では、言語による直截的なコミュニケーション
は必ずしも一義的に重要ではなく、むしろ沈黙のう
ちに真意を伝え合うことが高度なコミュニケーショ
ン技術とみなされるような、「寡黙な社会」を作り出
す。
「寡黙な社会」の住人が、「饒舌な社会」における
コミュニケーションに参与するときには、当然この
ような違いを自覚し、「饒舌な社会」における「コミュ
ニケーションのコード」を理解しておかなければな
らない。そしてそれに基づいた「適切な振る舞い方」
を会得している必要があるだろう。当然逆もまた真
である。
しかし、教育現場でこのようなコミュニケーショ
ンないしは文化のコード・スイッチング（変換）に
ついて何らかの方策が採られている形跡はない。学
習指導要領外国語編においても、中学校・高等学校
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ともに外国語科の「目標」の中で、
外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深め、
積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度
の育成を図り、…（下線は筆者）
と述べられるばかりで、その後に続く「各言語（英
語）の目標及び内容」や指導要領解説の中で、ここ
で目標とされる「態度」が具体的にどのようなもの
なのか、そしてそれが日本のコミュニケーションに
おける「適切な態度」と同一視されうるものなのか
どうかということについて、特に言及はない。前述
の「言語活動の充実に関する指導事例集」において
もそれは同様である。
その結果教育現場では、しばしば学習者が半ば唐
突に「良き発信者」たることを求められ、「話す」「書
く」という言語活動において、今まで母語である日
本語でさえほとんどやったことのないことを、未だ
学習の初期段階にある外国語を用いて行うことを強
いられるという事態が生じる。それが前述の、言語
能力が向上しても、コミュニケーション能力の向上
に必ずしもつながらない、というジレンマを生む原
因となる。
このことは、母語教育と外国語教育の連携の新た
な必要性を、「異文化理解」という側面から示唆して
いると言える。日本社会で「良き受信者」として適
切に振る舞う能力を育むための礎となる「国語科」
と、国際社会の中では「良き発信者」としてもコミュ
ニケーションに参画できる能力を育てようとする
「外国語科」が、教育現場で無関係に存在する意味
は小さい。「言語活動の充実」を謳うのであれば、そ
れはなおさらのことである。
3．4 コミュニケーション教育とその実践の場
日本では諸外国と比べて、教室という外国語の教
育現場と、その外側に広がる学習者の生活環境の
ギャップが、より大きいことも重要な問題である。
以前ほどではないにせよ、他のアジア諸国やヨー
ロッパと比べて、日本ではまだまだ他の言語圏と行
き来することが容易ではなく、一般的な日常生活の
中では外国語を用いたコミュニケーションをする必
要性に乏しい。それは英語においてさえ同様である。
したがって、教室で学んだ外国語を教室の外で実践
する機会がほとんどなく、事実上すべての「実践」
が教室の中で行われることになる。このような状況
は都市部より地方の教育現場において顕著で、学校
で教わったことが実際に役に立つことを実感させる
ことが難しい。文化のコード・スイッチングを日常
で身をもって体験する機会もなかなか訪れない。そ
の結果、教育期間を終えて企業に就職した途端に、
海外と繫がるビジネスの現場で、突然外国語（特に
英語）の高い運用能力を十全に発揮するよう求めら
れ、大いに戸惑うことになるのである。
このような現状は、しばしば教室における外国語
学習者のモチベーションを低下させることにもつな
がる。教育現場では、実践の場を実感できない学習
者にとっては、コミュニケーション学習よりもむし
ろ高校入試や大学入試のための外国語学習のほうが
熱意がこもりやすい、という声も依然少なくない。
このような学習環境で、それでもコミュニケー
ション能力を高め、モチベーションを低下させない
ようにするには、ますます教室における教育の役割
は大きくなる。それを果たすためには、端的に言っ
て教室での実践やモチベーション向上に割く時間、
すなわち学習時間の総量を増やす必要が出てくる。
しかし、現在の外国語教育の授業時間数は、中学校
では年間 140時間???、高等学校（普通科）でも平均し
て年間 200時間程度にすぎず、これは教室外での実
践の場が日本より豊富で、しかも 1で述べたように
中等教育から複数の外国語教育がおこなわれている
諸外国に比べていかにも少ない。さらに、田中（2012）
でも指摘するように、日本ではいわゆる「異文化理
解」も外国語科の中で行われることになっているた
め、その時間も含めると、さらに時間は乏しくなる。
４．外国語教育と言語教育
4．1 ?言語教育」という広い視野と展望
ここまで現在日本における外国語教育が孕んでい
る問題を、主に 1．日本の公教育の現場で学ぶこと
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ができる外国語の選択肢について、 2．母語教育の
現状と外国語教育との関係について、 3．言語教育
とコミュニケーション教育の間に横たわる問題につ
いて、という 3つの点から論じてきた。
その結果、まず 1からは、中等教育における複数
の外国語教育の欠如と、高等教育に至るまで一貫し
た英語教育への極端な偏重という問題が、2からは、
「言語活動の充実」を謳いながらも母語教育と外国
語教育との連携が未だほとんど欠落しているという
ことが、そして 3からは、コミュニケーションや文
化のコードに関する知見が言語教育にほとんど生か
されておらず、実践の場に乏しい日本の教育環境と
相まって、言語教育の成果がコミュニケーション能
力向上に必ずしもつながっていないという問題が、
それぞれ浮かび上がった。
これらの問題は、初等教育から高等教育に至るま
で連続する、母語教育、第 1外国語教育（英語教育）、
そして第 2外国語教育における諸問題を、それぞれ
個別的に捉えて対処することに終始し、それらに通
底する「言語教育」という総合的な観点が欠けてい
ることによって引き起こされているのではないだろ
うか。
「コミュニケーション能力」という問題を取り上
げてみれば、まず人が言語を用いて互いにコミュニ
ケーションをするということ自体は、すべての人間
社会に共通することである。そして、そこで用いら
れる個々の言語のコードと、それを取り巻くコミュ
ニケーションや文化のコードが、人間としての一定
の普遍性を保ちながらも、多様に異なるヴァリエー
ションを織りなしているということになる。そのよ
うな人間社会（それを「国際社会」、「グローバル社
会」など、どのように名づけようとかまわないが）
のなかで、今後我々日本人は、いつ、どのような場
で、どのような言語を用い、どのようなコミュニケー
ションをしてゆくことになるのか、あるいはしてゆ
くべきなのか、ということがより長期的展望からま
ず吟味されなければなるまい。
そしてそれを踏まえたうえで、そのためにはどの
ような時期に、どのような教育機関で、（母語を含
めた）どのような言語を、どのような目的で、どの
程度の時間と手間をかけて、どのような点に特に留
意しながら、教育してゆくことが最も有効なのか、
という「言語教育のグランドデザイン」が改めて熟
慮・検討されなければなるまい。そう考えると、現
在掲げられている「小学校における外国語活動の必
修化」、「英語が使える日本人の育成」、「グローバル
人材育成」などのスローガンだけでは、はなはだ漠
然としており、場当たり的な印象もぬぐえず、なん
とも心もとない。
4．2 言語を学ぶことの意義
しかし同時に忘れてはならない重要なことは、言
語の機能がいわゆる「コミュニケーション機能」だ
けではないということである。言語には社会統一機
能もあり、詩歌・文学などの言語芸術、民俗学、哲
学、法律などの分野において言語が決定的な役割を
果たしていることは言うまでもない。言語はそもそ
も人間の思考や認知とも大きく関わっている。言語
学の様々な研究成果に関する知識を持たずとも、言
語を獲得したことによって我々人間にもたらされた
ことが、計り知れなく大きいことは自明である。
したがって、人間にとって極めて重要であり存在
の根源にも関わりかねない言語そのものを、母語で
あろうと外国語であろうと、精密に学ぶこと自体、
重要な意味を持っているはずである???。しかし昨今
では、そのことはしばしば忘れられ、軽んじられて
いる。言語の持つ「コミュニケーションの手段」と
しての側面ばかりに光が当てられ、言語を道具、ス
キルとして「身につける」ことばかりが標榜されて、
その結果、コミュニケーションに役に立たない言語
教育、特に外国語教育（最も顕著なのは英語教育）
は、すべからく意味がないとされるような風潮が広
まりつつある。しかもそのような風潮は、大学とい
う高等教育の現場においてさえも、自然科学系の学
部・学科を中心に強まる傾向にあり、これは非常に
重大な問題である。
今回の新学習指導要領における「言語活動の充実」
はしかし、それに一石を投じる最初の一歩―今のと
ころかなり小さく不十分なところもあるが―になり
得るかもしれないという一抹の期待は持てる。
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また、筆者のような言語の教育・研究に携わる者
たちは、そのような言語学習、言語教育の重要な意
義について、平明かつ効果的に説明し、何より教育
現場で実感させる義務を負うだろう。そのための努
力はたゆまずに為され、かつ実を結ばなければなる
まい。言語を知ることは、すなわち人間を知ること
に他ならないからである。
終わりに
日本の外国語教育、特に英語教育における音声伝
達によるコミュニケーション能力の育成という課題
は、新しいように見えて実は古くから存在している。
すでに明治時代において、神田乃武による教科書
「英語読本」は、読解 readingばかりではなく hear-
ing, speaking,writingを加えた 4技能を円満に伸ば
す目的で書かれている。神田は別な論文の中で、当
時の中学校の英語教育の問題点として、（1）到達す
べき学力の標準が明らかでない、（2）英語の運用能
力を持つ有能な教師が少ない、という全く今日的な
2つの点を指摘することさえしている???。岡倉由三
郎（天心の息子）や内村鑑三も同様に、英語学習に
おける発音の重要性をすでに説いている???。
ハロルド・E・パーマーのオーラル・メソッドが日
本に紹介されたのも明治半ばのことである。それど
ころか、大正時代になると 1922年にパーマー自身が
日本に招へいされ、翌 1923年には彼の手によって当
時の文部省の中に「英語教授研究所」が創設されて
いる???。
このように開国間もない明治期から、少なくとも
英語教育においては、この問題は取りざたされ、論
じられ、様々な方策が試され続けてきた。昭和に入
り戦後なって、中学校も義務教育化されるように
なってからは、「外国語」は 2002年まで必修科目で
はなく単なる一選択科目にとどまっていたが、それ
を定めた 1947年の中学校学習指導要領の中でも、
「聴く力」「話す力」が英語の第一次技能（primary
 
skill）として重要視されている???。これらのことは一
般にはあまり知られていない。
そしてまさにこの 100年の間に日本は近代化を果
たし、第二次世界大戦では大敗を喫しながらも、戦
後は高度経済成長を成し遂げ、東アジアでは最も早
く世界の先進国の一員となった。果たして日本の外
国語教育は、その間どのような役割を演じてきたの
であろうか。
今や日本は「国際社会」、「グローバル社会」の中
で半ば追われる身となっている。対立を好まず、和
をもって尊しとする「寡黙な社会」の住人で、恥の
文化を持つ我々日本人が、世界を舞台に今後も日本
人としてのアイデンティティを失わずに活躍し続け
るためには、我々が母語を含めた言語運用に際して
どのような長所・欠点を持つのか、そしてそれらを
伸ばし補うために、どのような言語教育が必要かつ
有効かということを、改めて深く考え直す必要があ
るだろう。
そしてその過程には、IT社会における口頭での音
声伝達以外のコミュニケーションの意味や重要性を
見極め、それらのコミュニケーションに対して日本
人が持つ潜在能力の高さを正しく評価し、引き出し
てゆく努力も含まれるだろう。
一個人のコミュニケーション能力とは、母語を含
んだすべての言語の知識と経験、それらを通じた異
文化に対する理解力をその基礎としている。その基
礎が堅固であればあるほど、コミュニケーション能
力は高まり成長するはずである。CEFR（外国語学
習、教授、評価のためのヨーロッパ共通参照枠）で
は、「言語（外国語）を一つだけ学習し、一つの外国
文化だけと接触すると、ステレオタイプや先入観が
弱まるどころか強化されてしまうことが珍しくな
い」??と明確に警告している。
しがってこれからは、特定の言語のみに拘泥した、
過度に合目的的かつ場当たり的な「外国語教育」か
ら脱却し、母語教育を含めた包括的な「言語教育」
という枠組みの中で、外国語教育を問い直すことが、
より重要で有意義なものとなると信じている。
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1)1977年までは中学校学習指導要領において、1989年まで
は高等学校学習指導要領において、ドイツ語とフランス語
についても記述があった。
2)中学校学習指導要領第 2章第 9節外国語 (2008) その
他の外国語 高等学校学習指導第 2章第 8節外国語
(2010) 第 8その他の外国語
3)中学校学習指導要領 (2008) 第 3指導計画の作成と内
容の取り扱い 2
カッコ内は小学校学習指導要領第 4章外国語活動 (2008)
第 3指導計画の作成と内容の取扱い 1の(1）
4)職業教育を主とする専門学科では、「教科」として「英語」
が指定されている。高等学校学習指導要領第 3章第 13節英
語
5)外国語のカリキュラム改善に関する研究―諸外国の動向
―（2004） S.71 ff.
6) ibd. (2004) S.46 ff.
7)田中 (2007) S.161 ff.田中他 (2007) S.230 ff.
8) 90分を 2時間に換算
9 )群馬大学では 2012年度現在、教育学部・社会情報学部で
4単位、医学部医学科で 2単位選択必修、医学部保健学科と
工学部では自由選択科目である。
10)グローバル人材育成戦略（グローバル人材育成推進会議
審議まとめ）（2012) S.12 ff.
11) http://www.mext.go.jp/a menu/shotou/new-cs/
senseiouen/1300990.htm
 
12)言語活動の充実に関する指導事例集～思考力、判断力、
表現力などの育成に向けて～ (2011～2012) 第 1章言語
活動の充実に関する基本的な考え方 小学校版、中学校版、
高等学校版ともほぼ同じ。
13)同上 高等学校版 S.3
 
14)同上 高等学校版 S.3
 
15)同上 高等学校版 S.3
 
16)Programme for International Student Assessmentの略。
評価は「読解力」「数学的リテラシー」「科学的リテラシー」
の 3分野について行われる。
17)同上 高等学校版 S.4
 
18)群馬大学でも 2013年度より、1年次学生に対して「論文
の書き方」など 4年間大学で学ぶ上で必要な日本語能力を
育成する教養科目が必修になる。
19) IT技術と外国語教育を結ぶものとして CALLや e-
learningがあるが、設備や学習管理、初級教育における有効
性など課題も多い。
20)中学校学習指導要領解説外国語編 S.17
 
21)高等学校学習指導要領解説外国語編・英語編 S.5 ff. こ
のことは本稿 2.2で引用した言語活動の充実に関する指導
事例集の中でも述べられている。
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22)ホール (1979) 第 6章・第 7章、田中 (2003) S.265 ff.
23)「ゆとり教育」が見直される以前はさらに少なく、年間
105時間しかなかった。
24)田中 (2012）ではこの問題を言語教育と異文化理解教育
の両立という文脈で論じている。
25)日本の英学 100年明治編 (1968) S.351
 
26)同 S.353 ff.
27)同 大正編 (1968) S.293 ff.
28)昭和 22年中学校学習指導要領英語編（試案） 第 1章英
語科教育の目標
29)吉島・大橋（他）訳・編（2004) S.148 ゴチックは原文
のまま、カッコ内は筆者
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